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ﾏﾃﾘｱﾘ
ﾃｨ 

活動概要 
適用
範囲 

2021 年度計画 2022 年度目標 2020 年度実績 

KPI 目標 KPI 目標 KPI 目標 実績 自己評価 / 課題 

CSR･ｺﾝ
ﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ の 徹
底 

法令情報の周知とｺﾝﾌﾟ
ﾗｲｱﾝｽ研修の推進 

国内 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発情報の
年間発行回数 

16 回 ( 2021 年度と同じ ) 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発情報の
年間発行回数 

16 回 18 回 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響によって想定される法的課題を主要ﾃｰﾏとしたｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを発行した｡
従業員ｱﾝｹｰﾄ結果が良好であるため､周知活動として有効であると自己評価している｡今後も継続的に実施する
ことが重要である｡ 

重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ違反
件数 

0 件 ( 2021 年度と同じ ) 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修の実施
ﾃｰﾏ数 

2 ﾃｰﾏ以
上 

2 ﾃｰﾏ 

全ての職場が CSR方針に関連するﾃｰﾏについてﾐｰﾃｨﾝｸﾞ形式の教育を実施した｡多くの職場で活発な意見交換
があり､従業員のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを含む CSR 知識の向上を図る効果的な活動であると評価している｡本研修は今後
も継続的に実施するが､次年度からは KPIを法令違反状況を示す指標に変更して､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ管理の適切性を
評価する｡ 

海外 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育計画の
達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育計画の
達成率 

100% 100% 
競争法をﾃｰﾏにした E-Learning を 19 拠点で実施した(受講者数：194 名､受講率：98％､習熟度ﾃｽﾄの平均
点：92 点)｡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ層だけでなく､現地社員にも理解を深めることができたと考える｡次年度研修のﾃｰﾏやﾂｰﾙを
検討して､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識を高める教育を継続的に実施することが重要である｡ 

法令違反ﾘｽｸ対応計画
の達成状況 

法令違反
ﾘｽｸ対策
の実施 

( 2021 年度と同じ ) 
法令違反ﾘｽｸ対応計画
の達成状況 

法令違反
ﾘｽｸ対策
の実施 

法令違反
ﾘｽｸ対策
の実施 

海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社における事業ﾘｽｸの有無を毎月確認した。また発生の可能性が高いﾘｽｸ(安全衛生やｺﾝﾌﾟﾗｲｱ
ﾝｽ等)については、海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に対するｱﾝｹｰﾄ調査によって収集したﾘｽｸ対応情報などを全拠点に共有し
て、ﾘｽｸ顕在化防止を図った｡今後も､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に対するﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを含む)を継続的に
実施することが重要である｡ 

知的財
産 の 保
護 

第三者知的財産権の
侵害回避の徹底､自社
知的財産の活用促進 

国内 
ｱｾｱﾝ地域や中国におけ
る特許活用計画の達成
率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｱｾｱﾝ地域や中国におけ
る特許活用計画の達成
率 

100% 100% 
ｱｾｱﾝ地域や中国における特許網の構築や特許権を行使するために､他社の特許を監視する仕組みづくりを開
始した｡今後も､市場における優位性を確保するために､自社の技術を知的財産権として適切かつ戦略的に取得･
活用する取り組みを継続的に実施することが重要である｡ 

模倣品の摘発促進(海
外機関ｱｸｾｽﾁｬﾈﾙの
拡大など) 

海外 
模倣品による知的財産権
侵害対応計画の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
模倣品による知的財産権
侵害対応計画の達成率 

100% 100% 
模倣品監視対象国に対する調査を実施した｡また､ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ﾗｵｽの政府関係者との模倣品摘発に対
する連携を図った｡今後も､模倣品対策を継続的に実施することが重要である｡ 

機密情
報管理
の徹底 

ｾｷｭﾘﾃｨ対策の推進と
不正ｱｸｾｽ監視の強化 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

高ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ検知時
のｻｲﾊﾞｰ攻撃対応率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
高ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ検知時
のｻｲﾊﾞｰ攻撃対応率 

100% 100% 

重大な機密情報の漏洩事故は発生していない｡今後も､継続的な情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化を図ることが重要で
ある｡ 

国内 
大量ﾃﾞｰﾀ出力時の情報
流出確認対応率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
大量ﾃﾞｰﾀ出力時の情報
流出確認対応率 

100% 100% 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ教育の推
進 

国内 
情報ｾｷｭﾘﾃｨ習熟度ﾃｽﾄ
の合格率 

95%以上 ( 2021 年度と同じ ) 
情報ｾｷｭﾘﾃｨ習熟度ﾃｽﾄ
の合格率 

94%以上 96% 

今年度から未受験者を含む従業員における合格率に KPI を変更したが､目標は達成できた｡受験率を向上させ
る活動を促進したことが､目標達成に繋がったと考える｡なお､KPIに不確定要素が存在していることを考慮して､次
年度以降の目標値を設定している｡今後も､情報ｾｷｭﾘﾃｨの重要性を従業員に認識させる活動を継続的に実施
することが重要である｡ 

人 格 の
尊重 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修の推
進､ﾎｯﾄﾗｲﾝ通報制度の
周知徹底 

国内 人権教育計画の達成率 100% ( 2021 年度と同じ ) 人権教育計画の達成率 100% 100% 
全職場の教育記録を分析した結果､従業員の人権意識が向上したと考える｡今後も継続的に実施することが重
要である｡ 

海外 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育計画の達成
率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育計画の達成
率 

100% 100% 
各国のﾊﾗｽﾒﾝﾄ規制などを考慮した海外駐在員向けの教育計画を立案した｡また､ﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育の事前準備作
業(教育資料の作成など)を完了した｡次年度より､継続的なﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育を実施する｡ 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ通報制度導入率 100% --- ﾊﾗｽﾒﾝﾄ通報制度導入率 100% 70% 
ﾊﾗｽﾒﾝﾄに対する内部通報制度を導入していない海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社への制度導入を支援する計画であったが､
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響により現地訪問ができず活動を中断した｡今後も､ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止を図るとともに､ﾊﾗｽﾒﾝﾄ
を受けた被害者を救済するしくみを確実に運用するために､継続的に本制度の導入支援を行う必要がある｡ 

ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝにおける人
権ﾘｽｸ管理の徹底 

国内 
人権ﾘｽｸ対応計画の達
成状況 

人権ﾘｽｸ
対策の実

施 
( 2021 年度と同じ ) 

人権ﾘｽｸ対応計画の達
成状況 

人権ﾘｽｸ
対策の策

定 

人権ﾘｽｸ
対策の実

施 

ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝを考慮に入れた人権ﾘｽｸの分析･評価を行い､優先的に対処すべき人権ﾘｽｸを決定した｡なお､当該
ﾘｽｸについては､既存の事業ﾌﾟﾛｾｽに統合した上で､人権ﾘｽｸ対策を講じている｡今後は､国内外のｸﾞﾙｰﾌﾟ子会社
に本ﾌﾟﾛｾｽを展開する必要がある｡ 

多様性
の尊重 

女性活躍の推進 国内 

女性の活躍を支援する研
修の年間実施回数 

1 回以上 ( 2021 年度と同じ ) 
女性の活躍を支援する研
修の年間実施回数 

1 回以上 2 回 
女性社員が仕事観､価値観､志向性を把握した上でｷｬﾘｱﾋﾞｼﾞｮﾝをﾃﾞｻﾞｲﾝする研修と管理職に対して女性部下
のｷｬﾘｱ開発支援を行うためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修を実施した｡今後は､「働く女性社員の活躍推進に関する意識調
査」の結果を考慮した女性活躍推進計画を実践することが重要である｡ 

総合職に採用した新卒者
の女性割合 

30%以上 ( 2021 年度と同じ ) 
総合職に採用した新卒者
の女性割合 

30%以上 20% 
総合職に採用した新卒者 56 名のうち､女性は 11 名であった｡今後も､女性求職者に向けた積極的な広報活動
や女性が活躍できる職場の拡大などに継続的に取り組むことが重要である。 
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ﾏﾃﾘｱﾘ
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活動概要 
適用
範囲 

2021 年度計画 2022 年度目標 2020 年度実績 

KPI 目標 KPI 目標 KPI 目標 実績 自己評価 / 課題 

人材開
発 の 推
進 

人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの推
進 

国内 

従業員の成長を支援する
教育計画の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
従業員の成長を支援する
教育計画の達成率 

100% 100% 
年間計画に基づく階層別研修や品質教育を実施した｡今後は､従業員の問題解決能力の向上を図るだけでなく､
将来のｷｬﾘｱ開発を支援する活動を推進することが重要である｡ 

ｽｷﾙﾏｯﾌﾟを活用した職
場教育計画の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｽｷﾙﾏｯﾌﾟを活用した職
場教育計画の達成率 

100% 100% 
各部門が能力開発計画に基づいて業務遂行に必要な所属員のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った｡今後は､教育ｺﾝﾃﾝﾂやｵﾝ
ﾗｲﾝ教育ｻｰﾋﾞｽの拡充を図ることが重要である｡ 

海外 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成計画の
達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成計画の
達成率 

100% 100% 
年間計画に基づく海外拠点の経営層育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを 14 名に実施した｡また､将来の経営層候補となる若手社
員を対象にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰ育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを 8 名に実施した｡今後も､国や地域､文化を跨ぐ多様性のある環境の中
でﾋﾞｼﾞﾈｽﾘｰﾀﾞｰとして活躍できるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成する活動を継続的に行う｡ 

労働環
境･労働
安全衛
生 の 向
上 

従業員労働時間管理
の徹底､長時間労働発
生時の再発防止対応の
推進 

国内 

長時間労働発生時の再
発防止対応率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
長時間労働発生時の再
発防止対応率 

100% 100% 

一般社員の時間外労働時間をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞした結果､時間外労働に関する労使協定に違反する長時間労働は発
生していない｡また､協定違反がないことや適切な労働時間管理が実施されていることを労使協議で毎月確認し
た｡今後も働きやすい職場環境を維持するために､当該活動を継続することが重要である｡ 

労働時間に関する年間労
使協議回数 

12 回 ( 2021 年度と同じ ) 
労働時間に関する年間労
使協議回数 

12 回 12 回 

有給休暇年間取得基準
日数の運用達成率(10日
/人以上) 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
有給休暇年間取得基準
日数の運用達成率(10日
/人以上) 

100% 99% 

今年度より適用範囲を拡大した目標管理に変更したが､目標未達成となった｡一般社員は目標を達成している
が､適用範囲に追加した管理職社員が目標未達成である｡ただし､管理職社員の取得率は前年度と比較して大
幅に向上(73%→96％)しているため､有給休暇の取得促進活動に一定の効果があったと考える｡今後は､未達成
状況を分析し､目標達成に向けた活動を継続的に推進する｡ 

海外 
労働時間管理基準の達
成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
長時間労働抑制計画の
達成状況 

自主管理
基準の設

定 

自主管理
基準の設

定 

定期的に実施している海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の労働時間調査ﾃﾞｰﾀを分析し､各ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に分析結果をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
して長時間労働を抑制する活動を要請した｡次年度からは､前年度の労働時間を自主管理基準に設定した労働
時間管理を継続的に運用する｡ 

労働安全衛生ﾘｽｸﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄの推進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な労働災害の発生
件数 

0 件 ( 2021 年度と同じ ) 
重大な労働災害の発生
件数 

0 件 0 件 
職場の潜在的な危険性を特定･評価するﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ手法を活用した労働災害防止対策によって､目標を達成
した｡今後も､従業員の安全意識を向上させる教育を推進するとともに､労働災害防止対策の継続的改善を図る
ことが重要である｡ 

国内 

休業度数率 0.8 以下 休業度数率 0.7 以下 休業度数率 0.8 以下 1.0 
熱中症や腰痛への対策は一定の効果があったと考えるが､機械装置に係わる災害(挟まれ､巻き込まれ､切れ､
擦れなど)は前年度から改善されていない｡安全管理作業手順の徹底化を図り､挟まれ､巻き込まれに対する工
学的対策を促進する予算措置が必要である｡ 

血中鉛濃度管理基準外
の作業者数 

0 名 ( 2021 年度と同じ ) 
血中鉛濃度管理基準外
の作業者数 

0 名 1 名 
2019 年度から鉛作業者における血中鉛濃度の自社管理基準を厳しく設定した運用に変更したが、新たな管理
基準値に適合しなかった作業者が１名発生した｡今後も鉛職場の作業環境の継続的改善を図る必要がある｡ 

作業管理区分Ⅲの職場
数 

0 件 ( 2021 年度と同じ ) 
作業管理区分Ⅲの職場
数 

0 件 6 件 
猛暑によるｽﾎﾟｯﾄｸｰﾗｰの利用状況の変化が作業環境に影響を及ぼした職場があった｡本件に対する是正処置と
併せて､抜本的な改善を図ることが重要である｡次年度からは､鉛職場における排気能力向上を目指すﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
を立ち上げて､作業環境の改善を進める計画である｡ 

海外 

休業度数率 2.1 以下 休業度数率 2.0 以下 休業度数率 2.4 以下 1.9 
多くの事業所では年間労働災害件数が減少傾向にあるが､欧米系の生産工場における労働災害が比較的多
い｡特に､近年に開設した生産工場での労働災害が目立つ状況である｡新設した事業所に対する労働災害防止
対策を重点的に講じる必要がある｡ 

血中鉛濃度管理基準外
の作業者数 

0 名 ( 2021 年度と同じ ) 
血中鉛管理の海外展開
計画の達成率 

100% 100% 
海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の全生産拠点を対象として､自主管理基準による血中鉛管理の運用を開始した。各生産拠点
では新たな管理基準に適合するために必要な運用改善を図った｡次年度からは､KPI を運用改善状況から管理
基準適合状況を図る指標に変更して､血中鉛管理の適切性を評価する｡ 

高品質
な 製品
の提供 

品質改善や品質ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝ強化の推進(品
質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの活
用) 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

ｸﾚｰﾑ発生や工程内不良
に対する目標の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｸﾚｰﾑ発生や工程内不良
に対する目標の達成率 

100% 95% 
海外生産工場では品質損失目標を概ね達成できたが､国内におけるｸﾚｰﾑおよび工程内損失ともに目標未達成
の状況であった｡不確定要素(新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響による生産変動など)も目標未達成の要因であると考える｡
次年度は国内外の工程内損失目標の達成に重点を置く｡ 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ体制の
強化 

国内 
製品ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ運用
管理基準の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
製品ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ体制
ｼｽﾃﾑ運用計画の達成
状況 

運用開始 運用開始 
ﾀｲﾑﾘｰに適切な製品ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽを提供するｼｽﾃﾑの構築が完了し､ｼｽﾃﾑ運用を開始した｡今後は､本ｼｽﾃ
ﾑの対象となるﾒﾝﾃﾅﾝｽ案件に全て対応することを KPI に設定した運用管理を実施して､適切な品質を有する製
品を確実に維持する営業活動を促進する｡ 
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活動概要 
適用
範囲 

2021 年度計画 2022 年度目標 2020 年度実績 

KPI 目標 KPI 目標 KPI 目標 実績 自己評価 / 課題 

製品安全教育の推進 
ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な製品事故の発生
件数 

0 件 ( 2021 年度と同じ ) 
重大な製品事故の発生
件数 

0 件 0 件 
今年度は､製品安全教育(技術者を対象にした製品ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ講習､管理職を対象にした製品安全概論講習
など)を重点的に取り組んだ｡次年度は､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟに製品安全に関する自主行動計画の展開などを通じて､製
品安全管理の継続的な強化を図る｡ 

環境保
護 の 推
進 

水資源の有効利用の推
進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

水使用量の削減率 
(2018 年度比) 

6.0%以上 
水使用量の削減率 
(2018 年度比) 

8.0%以上 
水使用量の削減率 
(2018 年度比) 

6.0%以上 9.1% 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響による生産量の減少が目標達成の大きな要因と考える｡今後も､取水量削減に向けた取
り組み(水の循環再利用など)を継続的に促進する｡ 

低炭素社会実現への
貢献 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

CO2排出量の削減率 
(2018 年度比) 

4.0%以上 
CO2排出量の削減率 
(2018 年度比) 

6.0%以上 
CO2排出量の削減率 
(2018 年度比) 

4.0%以上 5.7% 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響による生産量の減少が目標達成の大きな要因と考える｡一方で､省ｴﾈﾙｷﾞｰ活動の促進
や再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの調達も進めている｡今後も､目標達成に向けた対策を継続的に講じることが重要である｡ 

環境汚染の予防 
ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な環境事故の発生
件数 

0 件 ( 2021 年度と同じ ) 
重大な環境事故の発生
件数 

0 件 0 件 
環境関連規制より厳しい自主管理基準による運用管理などによって､重大な環境事故は発生していない｡今後
も､環境ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの継続的な改善を図ることが重要である｡ 

市場に提供する製品の
再生材料使用率の向
上 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

鉛蓄電池の鉛原材料に
占める再生鉛量の比率 

35.0％以
上 

( 2021 年度と同じ ) 
鉛蓄電池の鉛原材料に
占める再生鉛量の比率 

35.0％以
上 

44.5% 
ﾄﾙｺ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ﾀｲの一部の海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社で再生鉛使用率が向上したため､前年度より実績値が 2.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上
昇した｡今後も､この水準を維持向上できるように努める｡ 

環境配
慮製品
の 開 発
と普及 

環境配慮製品に搭載さ
れる当社製品の市場拡
大(低公害車用途など) 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

全製品の売上高に占める
環境配慮製品の販売比
率 

34.0%以
上 

全製品の売上高に占め
る環境配慮製品の販売
比率 

35.0%以
上 

全製品の売上高に占める
環境配慮製品の販売比
率 

34.0%以
上 

34.8% 
製品の販売状況は､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響を受けたが､2020 年度後半より徐々に回復した｡このような状況でも､
環境配慮製品は順調に売上を伸ばすことができた｡今後も､脱炭素社会のﾆｰｽﾞに対応した製品を提供する活動
を推進する｡ 

環境性能を向上させる
製品の開発 

国内 
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の寿命性
能基準の適合率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の寿命性
能基準の適合率 

100% 100% 
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の開発段階における設計審査を実施した全機種について寿命性能目標基準に適合した｡今後
も､製品ﾗｲﾌｻｲｸﾙを考慮した製品設計を継続的に実施することが重要である｡ 

CSR 調
達 の 推
進 

責任ある鉱物調達への
対応 

国内 
責任ある鉱物調査計画の
達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
責任ある鉱物調査計画の
達成率 

100% 100% 

武力紛争や人権侵害に加担しないために､顧客ﾆｰｽﾞに基づく鉱物調達調査にｻﾌﾟﾗｲﾔｰ様と協働して全件対応
した(対象鉱物：金､ﾀﾝﾀﾙ､ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ､錫､ｺﾊﾞﾙﾄ)｡また､対象鉱物やﾘｽｸの変化に対応可能な｢責任ある鉱物調
達方針｣を策定した｡次年度からは､鉱物ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝのｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰと連携して､鉱物調達における CSR ﾘｽｸに適
切に対応する活動の強化を図る｡ 

ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR ﾘｽｸの管
理 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR 課題改善
計画の達成率 

100% ( 2021 年度と同じ ) 
ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR 課題改善
計画の達成率 

100% 100% 
449 社(国内:298､海外:151)のｻﾌﾟﾗｲﾔｰ様に CSR 対応状況を把握するｱﾝｹｰﾄ調査を行い､ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝにおけ
る CSR 課題を特定した｡次年度は､当該課題に対する改善活動を実施する｡なお､書面調査のみならず､現場確
認なども併用することで､当該課題の適切性を確保する取り組みを検討する｡ 

※適用範囲は対象となるすべてのｸﾞﾙｰﾌﾟ会社を含まない場合があります｡ 

※新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響により､当社グループの中期経営計画の最終年度を 2021 年度から 2022 年度に変更したため､本計画も 2022 年度まで期間延長しています｡ 

※本計画は定期的に見直しているため､前回公表した計画内容と異なる場合があります｡ 


